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(57)【要約】
　ある伝導型の半導体基板とその１以上の表面に設けら
れた非晶質半導体層とを備える半導体構造について開示
する。非晶質半導体層は、基板との接合界面での実質的
真性から反対側での実質的導電性までその深さ全域で組
成傾斜している。かかる構造を備える光起電力デバイス
、並びに該デバイスの１以上から製造したソーラーモジ
ュールについても開示する。関連方法についても開示す
る。
【選択図】　図１



(2) JP 2009-503848 A 2009.1.29

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
（ａ）ある伝導型の半導体基板、及び
（ｂ）半導体基板の１以上の表面に設けられた非晶質半導体層であって、基板との接合界
面での実質的真性から反対側での実質的導電性までその深さ全域で組成傾斜している非晶
質半導体層
を備える半導体構造。
【請求項２】
基板が単結晶又は多結晶質であってｎ型又はｐ型である、請求項１記載の半導体構造。
【請求項３】
構成要素（ｂ）の非晶質半導体層が約２５０Å未満の厚さを有する、請求項２記載の半導
体構造。
【請求項４】
構成要素（ｂ）の非晶質半導体層が約３０Å～約１８０Åの厚さを有する、請求項３記載
の半導体構造。
【請求項５】
非晶質半導体層が、所定の伝導型を与えるｎ型又はｐ型不純物を含む、請求項１記載の半
導体構造。
【請求項６】
ｎ型不純物がリンを含み、ｐ型不純物がホウ素を含む、請求項５記載の半導体構造。
【請求項７】
非晶質半導体層の所定の伝導型が基板の伝導型と逆である、請求項５記載の半導体構造。
【請求項８】
非晶質半導体層の少なくとも一部が基板とヘテロ接合を形成している、請求項７記載の半
導体構造。
【請求項９】
基板との接合界面の不純物濃度が実質的にゼロであって、反対側での不純物濃度が約１×
１０１６ｃｍ－３～約１×１０２１ｃｍ－３である、請求項１記載の半導体構造。
【請求項１０】
請求項１記載の半導体構造を備える光起電力デバイスであって、
　基板から離隔した非晶質半導体層の表面に設けられた透明電極層、及び
　基板の反対側表面に設けられた電極
をさらに備える光起電力デバイス。
【請求項１１】
透明電極層上に設けられた１以上の収集電極をさらに備える、請求項１０記載の光起電力
デバイス。
【請求項１２】
（ａ）ある伝導型の半導体基板、
（ｂ）半導体基板の第１の表面に設けられた第１の非晶質半導体層であって、基板との接
合界面での実質的真性から反対側での実質的導電性までその深さ全域で組成傾斜している
非晶質半導体層、
（ｃ）第１の非晶質半導体層の表面に設けられた第１の透明電極層、
（ｄ）第１の透明電極層上に設けられた１以上の電気接点、
（ｅ）基板の第１の表面とは実質的に反対側の、半導体基板の第２の表面に設けられた第
２の非晶質半導体層であって、第２の基板との接合界面での実質的真性から反対側での実
質的導電性までその深さ全域で組成傾斜している第２の非晶質半導体層、
（ｆ）第２の非晶質半導体層の表面に設けられた第２の透明電極層、及び
（ｇ）第２の透明電極層上に設けられた１以上の電気接点
を備える、半導体構造。
【請求項１３】
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１以上の太陽電池デバイスを備えるソーラーモジュールであって、
　太陽電池デバイスの１以上が、
（ｉ）ある伝導型の半導体基板、及び
（ｉｉ）半導体基板の１以上の表面に設けられた非晶質半導体層であって、基板との接合
界面での実質的真性から反対側での実質的導電性までその深さ全域で組成傾斜している非
晶質半導体層
を備える、ソーラーモジュール。
【請求項１４】
光起電力デバイスの製造方法であって、
半導体基板の少なくとも第１の表面上に非晶質半導体層を形成する段階であって、基板と
の接合界面での実質的真性から反対側での実質的導電性までその深さ全域で組成傾斜する
ように、ドーパント濃度を変化させながら基板上に半導体材料及びドーパントを連続的に
堆積させることによって非晶質半導体層を形成する段階を含んでなる方法。
【請求項１５】
非晶質半導体層の形成がプラズマ堆積法で実施される、請求項１４記載の方法。
【請求項１６】
プラズマ堆積法がプラズマ化学気相成長（ＰＥＣＶＤ）法である、請求項１５記載の方法
。
【請求項１７】
半導体基板の２つの表面上に半導体材料を堆積させることによって、２つの組成傾斜非晶
質半導体層を形成する、請求項１４記載の方法。
【請求項１８】
透明電極層上に１以上の金属接点を形成し、次いで非晶質半導体層の表面上に透明電極層
を形成する段階をさらに含む、請求項１４記載の方法。
【請求項１９】
第１の表面とは反対側の半導体基板の第２の表面上に１以上の電極を設ける段階をさらに
含む、請求項１８記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は概して光起電力デバイスのようなヘテロ接合を含む半導体デバイスの分野に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　ヘテロ接合の存在に依拠するデバイスは当技術分野で周知である。（これに関して、ヘ
テロ接合は通例、例えば「ｐ－ｎ」接合のようにある伝導型の層又は領域と反対の伝導型
の層又は領域との接触によって形成される。）。こうしたデバイスの例としては、薄膜ト
ランジスタ、双極トランジスタ及び光起電力デバイス（例えば、太陽電池）がある。
【０００３】
　光起電力デバイスは、太陽、白熱灯又は蛍光灯光のような光を電気エネルギーに変換す
る。日光が大半のデバイスに対する典型的な光源である。電気エネルギーへの変換は、周
知の光起電効果によって達成される。この現象によると、光起電力デバイスに当たる光が
デバイスの活性領域で吸収され、１対の電子と正孔（これらを総称して電荷キャリアとい
うこともある。）を発生させる。電子と正孔は拡散して、デバイス内で形成された電場に
収集される。
【０００４】
　クリーンで再生可能なエネルギーの信頼できる形態としての太陽電池への関心が高まる
に伴って、電池の性能を向上させる多大な努力がなされてきた。そうした性能の主な指標
の一つはデバイスの光電変換効率である。変換効率は通常、デバイスで発生する電流の量
の、デバイスの活性表面と接触する光エネルギーに対する比率として測定される。文献に
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みられるように、光電変換効率の例えば１％以下のごくわずかな増加であっても、光起電
力技術の多大な進歩に相当する。
【０００５】
　光起電力デバイスの性能は、各半導体層の組成及びミクロ構造に大きく依存する。例え
ば、構造的欠陥又は不純物原子に起因する欠陥が単結晶質半導体層の表面又はバルク内に
存在する。さらに、多結晶質半導体材料は不規則に配向した結晶粒を含んでいることがあ
り、多数のバルク及び表面欠陥を誘起する粒界を有する。
【０００６】
　この種の様々な欠陥の存在は、光起電力デバイスでの有害な作用の原因となりかねない
。例えば、電荷キャリアの多くは、１以上の収集電極への所期の経路を辿り続ける代わり
に、ヘテロ接合付近の欠陥部位で再結合してしまう。こうして、これらは電流キャリアと
しては失われる。電荷キャリアの再結合は、光電変換効率の低下の主な原因の一つである
。
【０００７】
　表面欠陥の悪影響は、不動態化技術によってある程度低減できる。例えば、基板の表面
に真性（つまり、何もドープしていない）非晶質半導体材料の層を形成すればよい。この
真性層の存在は、基板表面での電荷キャリアの再結合を減少させて光起電力デバイスの性
能を向上させる。
【０００８】
　この種の真性層を用いるという思想は、米国特許第５２１３６２８号（能口ら）に概説
されている。能口の米国特許には、所定の伝導型の単結晶又は多結晶質半導体層を備える
光起電力デバイスが記載されている。基板上に２５０Å以下の実質的に真性層を形成する
。基板とは逆の伝導型を有する実質的に非晶質層を真性層上に形成して「半導体サンドイ
ッチ構造」を完成させる。光起電力デバイスは、非晶質層上の光透過性電極及び基板の下
面に形成された裏面電極を追加することによって完成される。
【０００９】
　能口らの米国特許に記載された光起電力デバイスは、状況によっては、電荷キャリア再
結合の問題をかなり低減すると思われる。例えば、所定の厚さの真性層の存在はデバイス
の光電変換効率を増加させると記載されている。さらに、半導体基板の表面をこのように
不動態化するという思想は、能口らの米国特許の発行以来、多数の文献に記載されている
。例として、米国特許第５６４８６７５号（寺田ら）、米国特許公開第２００２／００６
９９１１号（中村ら）、同第２００３／０１６８６６０号（寺川ら）及び同第２００５／
００６２０４１号（寺川ら）が挙げられる。
【００１０】
　上記で引用した文献は再結合の問題にある程度対処しているが、幾つかの大きな難点が
残っている。例えば、真性層の存在は有益ではあるが、別の接合界面、つまり真性層とそ
の上の非晶質層との接合界面を生じる。この新たな接合界面も不純物及び疑似夾雑物が閉
じこめられ蓄積される部位となり、電荷キャリアの再結合を生じるおそれがある。例えば
、多層構造の製造時の堆積段階間の中断は、夾雑物が混入する機会を生じかねない。さら
に、伝導型の変更による接合界面での急激なバンド曲がり及び／又はバンドギャップのば
らつきが界面準位密度を高めることがあり、これも再結合の原因となりかねない。
【特許文献１】米国特許第５２１３６２８号明細書
【特許文献２】米国特許第５６４８６７５号明細書
【特許文献３】米国特許公開２００２／００６９９１１号明細書
【特許文献４】米国特許公開２００３／０１６８６６０号明細書
【特許文献５】米国特許公開２００５／００６２０４１号明細書
【特許文献６】米国特許第６６６７４３４号明細書
【特許文献７】米国特許公開第２００４／００４６４９７号明細書
【特許文献８】米国特許第５２５２１４２号明細書
【特許文献９】米国特許第５２５６８８７号明細書
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【特許文献１０】米国特許第４００１８６４号明細書
【特許文献１１】米国特許第４４３４３１８号明細書
【特許文献１２】欧州特許出願公開第０１９８１９６号明細書
【特許文献１３】欧州特許出願公開第０３６４７８０号明細書
【特許文献１４】欧州特許出願公開第０４９４０８８号明細書
【非特許文献１】K. S. Lim et al., "A novel structure, high conversion efficiency
 p-SiC/graded p-SiC/i-Si/n-Si/metal substrate-type amorphous silicon solar cell,
" Journal of Applied Physics, 56(2), July 15, 1984, pp. 538-542.
【非特許文献２】P. Chatterjee, "A computer analysis of the effect of a wide-band
-gap emitter layer on the performance of a-Si:H-based heterojunction solar cells
, "Journal of Applied Physics, 79 (9), May 1, 1996, pp. 7339-7347.
【非特許文献３】HIROYUKI FUJIWARA & MICHIO KONDO, Real-time monitoring and proce
ss control in amorphous/crystalline silicon heterojunction solar cells by spectr
oscopic ellipsometry and infrared spectroscopy, Applied Physics Letters 86,03211
2 (2005), Research Center for Photovoltaics, national Institute of Advanced Indu
strial Science and Technology (AIST) Central 2, Umezono 1-1-1, Tsukuba, Ibaraki 
305-8564, Japan, pp. 032112-1 - 032112-3.
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　これらの懸念事項を考慮すれば、光起電力デバイスの改良は当技術分野で歓迎されるで
あろう。かかるデバイスは、半導体層間の様々な接合領域での電荷キャリアの再結合の問
題を最低限に抑制すべきである。さらに、デバイスは、良好な光起電力性能（例えば光電
変換効率）を担保する電気的特性を示すべきである。さらに、デバイスは、効率的及び経
済的に製造できるものであるべきである。デバイスの製造に際しては、過度の不純物その
他の欠陥が混入しかねない堆積段階を減らすべきである。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明の一実施形態は、
（ａ）ある伝導型の半導体基板、及び
（ｂ）半導体基板の１以上の表面に設けられた非晶質半導体層であって、基板との接合界
面での実質的真性から反対側での実質的導電性までその深さ全域で組成傾斜している非晶
質半導体層
を備える半導体構造に関する。
【００１３】
　光起電力デバイスは、本発明の別の実施形態をなす。本デバイスは、以下でさらに詳細
に説明する上記の半導体構造を備えているとともに、基板から離隔した非晶質半導体層の
表面に設けられた透明電極層と、基板の反対側表面に設けられた電極とをさらに備えてい
る。
【００１４】
　別の実施形態では、基板の第１の表面とは実質的に反対側の半導体基板の第２の表面に
第２の非晶質半導体層が設けられており、第２の非晶質半導体層も基板との接合界面での
実質的真性から反対側での実質的に導電性までその深さ全域で組成傾斜している。デバイ
スの他の要素についても、以下で説明する。
【００１５】
　本発明の追加の実施形態はソーラーモジュールに関する。本モジュールは１以上の太陽
電池デバイスを備える。
【００１６】
　別の実施形態は、半導体基板の少なくとも第１の表面に非晶質半導体層を形成する段階
を含んでなる光起電力デバイスの製造方法に関する。非晶質半導体層は、基板との接合界
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面での実質的真性から反対側での実質的導電性までその深さ全域で組成傾斜するようにド
ーパントの濃度を変化させながら、基板上に半導体材料及びドーパントを連続的に堆積さ
せることによって形成される。
【００１７】
　以下、様々な実施形態に関してさらに詳しく説明する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　本発明の多くの実施形態では様々な基板を使用できる。例えば、図１を参照にすると、
基板１０は単結晶でも、多結晶でもよい。さらに、基板材料は、光起電力デバイスの電気
的要件にある程度依存して、ｎ型又はｐ型とし得る。この種のシリコン基板全般に関する
詳細は当業者が熟知している事項である。
【００１９】
　基板は通常、残りの半導体層の堆積前に、慣用の処理段階に付される。例えば、基板を
清浄化し、真空チャンバ（例えば、後述のプラズマ反応チャンバ）内に配置してもよい。
チャンバを次いで基板表面又は内部の水分の除去に十分な温度に加熱すればよい。通常、
約１２０～２４０℃の温度で十分である。場合によって、水素ガスをチャンバ内へ導入し
、追加の表面洗浄のため基板をプラズマ放電に曝露することもある。ただし、清浄化及び
前処理段階については多くの変更が可能である。通常、これらの段階はデバイスの製造に
用いられるチャンバ内で実施される。
【００２０】
　基板上に形成される各種半導体層は、（常にではないが）通常は、プラズマ堆積法で堆
積される。様々なタイプのプラズマ堆積が可能である。非限定的な例としては、化学気相
成長（ＣＶＤ）、真空プラズマ溶射（ＶＰＳ）、減圧プラズマ溶射（ＬＰＰＳ）、プラズ
マ化学気相成長（ＰＥＣＶＤ）、高周波プラズマ化学気相成長（ＲＦＰＥＣＶＤ）、膨張
熱プラズマ化学気相成長（ＥＴＰＣＶＤ）、電子サイクロトロン共鳴プラズマ化学気相成
長（ＥＣＲＰＥＣＶＤ）、誘導結合プラズマ化学気相成長（ＩＣＰＥＣＶＤ）及び大気プ
ラズマ溶射（ＡＰＳ）が挙げられる。スパッタリング法（例えば反応性スパッタリング）
も使用できる。また、これらの技術の組合せも使用できる。これらの堆積技術全般の全体
的作業の詳細は当業者が熟知している事項である。ある好ましい実施形態では、各種半導
体層はＰＥＣＶＤ法で形成される。
【００２１】
　上述の通り、半導体基板１０の上面１４に非晶質半導体層１２が形成される。半導体層
１２はドーパント濃度に関して組成傾斜している。一般に、ドーパント濃度は基板との接
合界面つまり図１の部分１６で実質的にゼロである。層１２の反対側つまり部分１８での
ドーパント濃度は半導体導電性の目的に関して最大である。
【００２２】
　本明細書で用いる「組成傾斜」という用語は、半導体層１２の深さ（「Ｄ」）の関数と
してのドーパント濃度の漸次変化（つまり「グラデーション」）を表す。ある実施形態で
は、グラデーションは実質的に連続的であるが、常にそうでなければならないわけではな
い。例えば、濃度の変化率自体は深さを通して変化してもよく、ある領域でわずかに増加
し、他の領域でわずかに減少してもよい。（ただし、全体としてのグラデーションは常に
基板１０に向かう方向でのドーパント濃度の減少として特徴付けられる。）。さらに、場
合によっては、ドーパント濃度は深さのある部分（おそらくはごくわずかな部分であろう
が）で一定であってもよい。グラデーションのこうした変化はいずれも「傾斜」という用
語に包含される。ある半導体層の具体的なドーパント濃度プロファイルは、例えばドーパ
ントの種類、半導体デバイスの電気的要件、非晶質層の堆積法並びにそのミクロ構造及び
厚さなどの様々な因子に依存する。
【００２３】
　ドーパント濃度は、個々のドーパントプロファイルとは無関係に、基板との接合界面で
は実質的にゼロである。そこで、真性領域が接合界面に存在して、電荷－キャリアの再結



(7) JP 2009-503848 A 2009.1.29

10

20

30

40

50

合を防ぐ機能をもつ。反対側の非晶質層１２の上面の領域１８は実質的に導電性である。
この領域での具体的なドーパント濃度は、半導体デバイスの具体的要件に依存する。多結
晶又は単結晶質シリコン基板の場合の非限定的な例として、領域１８は約１×１０１６ｃ
ｍ－３～約１×１０２１ｃｍ－３のドーパント濃度を有することが多い。
【００２４】
　傾斜非晶質層１２の厚さも、使用するドーパントの種類、基板の伝導型、傾斜プロファ
イル、領域１８でのドーパント濃度及び層１２の光バンドギャップのような様々な因子に
依存する。通常、層１２の厚さは約２５０Å以下である。ある実施形態では、傾斜層１２
は約３０Å～約１８０Åの厚さを有する。ある状況での最適な厚さは、デバイスの光電変
換効率並びにその開回路電圧（Ｖｏｃ）及び短絡回路電流（Ｉｓｅ）に関する測定を行う
ことによって、過度の負担を伴わずに決定することができる。
【００２５】
　半導体層１２の組成傾斜は様々な技術で実施できる。通常、傾斜は、プラズマ堆積時の
ドーパントレベルを調節することによって達成される。典型的な実施形態では、基板が配
置された真空チャンバに、シラン（ＳｉＨ４）のようなシリコン前駆体ガスを導入する。
水素のような希釈ガスを、シリコン前駆体ガスに導入してもよい。前駆体ガスの流速は広
く変更し得るが、通例約１０ｓｃｃｍ～約６０ｓｃｃｍの範囲内である。堆積の初期段階
では、ドーパント前駆体は一切存在しない。したがって、領域１６は上述の通り実質的に
真性（「ドープされていない」）であり、基板１０の表面を不動態化する働きをする。
【００２６】
　堆積プロセスの進行に伴って、ドーパント前駆体をプラズマ混合物に添加する。前駆体
の選択が、ドーパントの選択、例えばリン（Ｐ）、ヒ素（Ａｓ）及びアンチモン（Ｓｂ）
のようなｎ型ドーパント或いはホウ素（Ｂ）のようなｐ型ドーパントに依存することはい
うまでもない。ドーパント化合物の非限定的な例を幾つか挙げると、ｐ型ドーパント用の
ジボランガス（Ｂ２Ｈ６）、ｎ型ドーパント用のホスフィン（ＰＨ３）がある。ドーパン
トガスは純粋な形態であってもよいし、或いはアルゴン、水素又はヘリウムのようなキャ
リアガスで希釈してもよい。
【００２７】
　ドーパントガスの添加は、所望のドーピングプロファイルが得られるように慎重に制御
する。この作業の実施に用いることのできるガス流量計（マスフローコントローラーなど
）については当業者が熟知している事項である。ドーパントガスの供給速度は、上述のグ
ラデーションスキームに実質的に一致するように選択される。概括的には、ドーパントガ
スの供給速度は堆積プロセス中に徐々に増加する。ただし、供給速度の特定の変化を堆積
スキームにプログラミングできる。プロセスのこの段階の最後の最大流速によって、実質
的に導電性の領域１８が形成される。上述の通り、領域１８は、基板の伝導型とは逆の伝
導型を有する。そこで、非晶質半導体層の少なくとも一部は基板とヘテロ接合を形成する
。
【００２８】
　多くの実施形態では、非晶質層１２上、つまり光起電力デバイスの受光側に透明導電膜
２０が設けられる。膜２０はデバイスの前面電極として機能する。透明導電膜は、金属酸
化物のような様々な材料から形成できる。非限定的な例として、酸化亜鉛（ＺｎＯ）及び
酸化インジウムスズ（ＩＴＯ）が挙げられる。膜２０は、スパッタリング又は蒸着のよう
な様々な慣用技術で形成できる。その厚さは、材料の反射防止（ＡＲ）特性のような様々
な因子に依存する。通常、透明導電膜２０は約２００Å～約１０００Åの厚さを有する。
【００２９】
　導電膜２０上には金属接点２２及び２４が配設される。接点は、導電電極として機能し
、光起電力デバイスで発生した電流を所望の位置へ送る。接点は、銀（Ａｇ）、アルミニ
ウム（Ａｌ）、銅（Ｃｕ）、モリブデン（Ｍｏ）、タングステン（Ｗ）及びこれらの組合
せのような様々な導電性材料で形成できる。さらに、それらの形状、寸法及び数は、デバ
イスの層構造及び電気的構成に応じて変更できる。金属接点は、例えばプラズマ堆積、ス
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クリーン印刷、真空蒸着（マスクが用いられることもある）、空気圧吐出、或いはインク
ジェット印刷のような直接書込み技術などの様々な技術で形成できる。
【００３０】
　本発明の一実施形態では、基板１０の反対面２８に裏面電極２６が形成される。裏面電
極は、光起電力デバイスで発生した電流を送るという点で、接点２２及び２４と同様の機
能を果たす。裏面電極は、アルミニウム、銀、モリブデン、チタニウム、タングステン及
びこれらの組合せのような多種多様な材料から形成できる。さらに、真空蒸着、プラズマ
溶射、スパッタリングのような慣用技術で形成できる。他の層と同様に、裏面電極の厚さ
は様々な因子に依存する。通例、その厚さは約５００Å～約３０００Åである。場合によ
っては、例えばアルミニウムとシリコンのような材料間に拡散障壁層が望まれる場合など
、基板１０の裏面電極２６と裏面２８の間に緩衝層を形成してもよい。
【００３１】
　本発明の半導体構造の別の実施形態を図２に示す。この図では、図１の構成要素と同一
又は類似のものには、符号を付していないか、或いは同一の符号を付した。半導体基板１
０上に組成傾斜層１２が設けられている。この場合も、層１２上に透明導電膜２０が設け
られ、次いで電気接点２２及び２４が形成されている。ただし、この実施形態では、基板
１０の裏面５２に組成傾斜非晶質層５０が設けられている。層１２と同様に、層５０は実
質的に真性の部分５４と実質的に導電性の部分５６を与えるように傾斜している。こうし
て、別個の不連続な真性層と導電層の使用に付随する短所を伴わずに、基板と層５０との
接合界面での不動態化達成できる。
【００３２】
　非晶質層５０の具体的な勾配（傾斜パターン）は、デバイスの電気的要件に応じて、層
１２の勾配と異なっていてもよい。傾斜は、前面に使用したものと同じ装置で形成できる
。非晶質層５０の厚さは、層１２の厚さと同じである必要はないが、好ましくは約２５０
Å以下である。ある特定の実施形態では、傾斜層５０は約３０Å～約１８０Åの厚さを有
する。また、半導体構造の最適な厚さを決定することは当業者が容易になし得る事項であ
る。
【００３３】
　光起電力デバイスの前面と同様に、裏面つまり非晶質層５０上に透明導電膜５８が配設
される。膜５８は透明導電膜２０と同じ材料で形成できるが、異なる組成であってもよい
。膜は通常ＺｎＯ又はＩＴＯのような金属酸化物であり、通例プラズマ堆積法で施工され
る。膜は通常約１００Å～約２０００Åの厚さを有する。その堆積の後に、接点／電極２
２及び２４について説明した通り、金属接点６０及び６２を形成すればよい。接点は、デ
バイスの要件に応じて、前面接点と同じ寸法、形状又は組成である必要はない。さらに、
それらの具体的な位置及び数は種々変更し得る。
【００３４】
　本明細書に記載した各実施形態では、傾斜層は、不連続多層間の１以上の接合界面、つ
まり上述の通り電荷キャリア再結合を起こす可能性のある接合界面をなくす。単層でのド
ーパント濃度の傾斜は、個々のデバイスのエネルギーバンドギャップの局在化状態の連続
的変化を与え、急激なバンド曲がりがなくなると思料される。さらに、傾斜層は、上述の
通り、デバイス製造時の加工処理に利点を生じる。例えば、堆積段階間の中断が最小限と
なり、夾雑物の混入の機会が減る。
【００３５】
　上述の半導体構造は「太陽電池デバイス」と呼ばれることもある。これらのデバイスを
１以上を組み込んでソーラーモジュールの形態とすることができる。例えば、多数の太陽
電池を直列又は並列に接続してモジュールを形成することができる。（電気的接続などに
関する詳細は当業者が熟知している事項である。）。かかるモジュールは、個々の太陽電
池デバイスよりも格段に大きいエネルギー出力が可能である。
【００３６】
　ソーラーモジュールの非限定的な例は、様々な文献例えば米国特許第６６６７４３４号
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（森実ら）に記載されており、その開示内容は援用によって本明細書の内容の一部をなす
。モジュールは様々な技術で製造できる。例えば、多数の太陽電池デバイスを、ガラス層
間或いはガラス層と透明樹脂シート（例えばＥＶＡ（エチレン酢酸ビニル共重合体）製の
もの）の間にサンドイッチすればよい。そこで、本発明のある実施形態では、ソーラーモ
ジュールは１以上の太陽電池デバイスを含んでおり、太陽電池デバイス自体は、上述の通
り、半導体基板に隣接して組成傾斜非晶質層を備える。傾斜層の使用は、光電変換効率な
どのデバイス特性を向上させ、ソーラーモジュール全体の性能を向上させることができる
。
【００３７】
　森実らの米国特許には、ソーラーモジュールの他の様々な特徴が記載されている。例え
ば、この米国特許には、光がモジュールの前面及び後面と接触できる「両面入射」型のソ
ーラーモジュールが記載されている。さらに、この米国特許には、高い防水性が必要とさ
れるソーラーモジュール（例えば屋外用のもの）も記載されている。この種のモジュール
では、各太陽電池部品の側面を封止するために封止樹脂を使用できる。さらに、モジュー
ルは、ガラス層近傍からのナトリウムの不都合な拡散を防ぐための様々な樹脂層を含んで
いてもよい。これらのソーラーモジュールはすべて、本明細書に記載の組成傾斜非晶質層
を１層以上備えるデバイスを組み込むことができる。
【００３８】
　一般に、ソーラーモジュールの主要部品、例えば、各種の基板材料、裏当て材及びモジ
ュール枠などに関する詳細は当業者が熟知している事項である。モジュールの内部及び外
部の配線接続（例えばインバータへの接続など）、並びに各種モジュール封止技術のよう
な他の詳細及び考慮事項についても周知である。
【実施例】
【００３９】
　以下の実施例は例示にすぎず、特許請求の範囲に記載された本発明の技術的範囲を限定
するものではない。
【００４０】
　実施例１
　本例では、本発明のある実施形態に係る光起電力デバイスの製造例について例示する。
ある伝導型の単結晶又は多結晶質半導体基板を、プラズマ反応チャンバ（例えば、プラズ
マ化学気相成長システム）内に配置する。真空ポンプでチャンバから雰囲気ガスを除去す
る。処理すべき基板を約１２０～約２４０℃に予熱する。組成傾斜層の堆積の前に、水素
プラズマ表面処理段階を実施する。水素（Ｈ２）を約５０～約５００ｓｃｃｍ（立法セン
チメートル毎秒）の流速でチャンバに導入する。絞り弁を用いて約２００ｍＴｏｒｒ～約
８００ｍＴｏｒｒの一定の処理圧力に維持する。約６ｍＷ／ｃｍ２～約５０ｍＷ／ｃｍ２

の電力密の交番周波数入力電力を用いてプラズマを点火・維持する。印加入力電力は約１
００ｋＨｚ～約２.４５ＧＨｚとし得る。水素プラズマ表面処理時間は約１～約６０秒で
ある。
【００４１】
　水素プラズマ処理段階の最後に、シラン（ＳｉＨ４）を約１０ｓｃｃｍ～約６０ｓｃｃ
ｍの流速でプロセスチャンバに導入する。これによって、単一の組成傾斜非晶質半導体層
の堆積が始まる。プラズマにはドーパント前駆体が含まれていないので、非晶質層の組成
は最初は真性（ドープされていない）であり、半導体基板の表面の不動態化に役立つ。堆
積プロセスの進行に伴って、ドーパント前駆体をプラズマ混合物に添加する。ドーパント
前駆体の例は、Ｂ２Ｈ６、Ｂ（ＣＨ３）３、ＰＨ３である。これらは純粋な形態であって
も、アルゴン、水素又はヘリムのようなキャリアガスで希釈してもよい。前駆体の流速は
組成傾斜層堆積の過程で増加させる。これによって、単層でのドーピング濃度の勾配が形
成される。傾斜層堆積プロセスの最後におけるプラズマ中のドーパント前駆体の濃度は、
実質的にドープされた非晶質半導体の特性が達成されるようになる。
【００４２】



(10) JP 2009-503848 A 2009.1.29

10

20

30

　一実施形態では、ｎ型単結晶シリコンウェハを基板として用いる。水素プラズマ表面処
理（任意段階である）の後、組成傾斜非晶質層の堆積を開始する。基板表面を不動態化す
る働きをもつ真性（ドープされていない）材料特性を形成するため、純水素とシランの混
合物を最初に使用してもよい。次いで、ホウ素含有前駆体を漸増的にプラズマに導入する
。ホウ素はｐ型ドーパントとして作用するので、非晶質材料はｐ型の電気特性を取り始め
る。実質的に導電性の材料特性が達成されるまでホウ素含有前駆体の流速を増しながら、
このプロセスを進行させる。この結果、膜厚全域でホウ素濃度が連続的に変化する組成傾
斜層が得られる。傾斜層の厚さは最適には約２５０Å以下である。この層は組成傾斜デバ
イスの前面構造の一部をなす。
【００４３】
　デバイスの反対側の基板表面との接合界面を不動態化して裏面領域（ＢＳＦ）を形成す
るため、同様の手順を行う。相違点は、ホウ素含有前駆体材料に代えて、リン含有前駆体
を使用することである。リンはｎ型ドーパントであるので、非晶質材料は、堆積の進行に
伴ってｎ型の電気特性を取り始める。組成傾斜層の堆積の最後に、実質的に導電性の材料
特性が得られる。この場合、膜厚全域でリン濃度が連続的に変化する組成傾斜層が得られ
る。この場合も、組成傾斜層の厚さは最適には約２５０Å以下である。この層は組成傾斜
デバイスの背面構造の一部をなす。
【００４４】
　電極を形成するため、前面及び背面の組成傾斜層上に透明導電性酸化物（ＴＣＯ）皮膜
を堆積する。これらの皮膜は、例えば酸化インジウムスズ（ＩＴＯ）又は酸化亜鉛（Ｚｎ
Ｏ）でよい。厚さを始めとするＴＣＯ特性は、これらの層が反射防止（ＡＲ）膜として作
用するように選択してもよい。デバイスで発生した電流を送るために、電極の前面及び背
面に金属接点（例えば、Ａｌ、Ａｇなど）を形成する。
【００４５】
　以上、例示を目的として好ましい実施形態について説明してきたが、以上の説明は本発
明の技術的範囲を限定するものではない。したがって、特許請求の範囲に記載された技術
的思想及び技術的範囲内での様々な修正、適応及び代替は当業者には自明であろう。上記
で引用した特許、特許出願（仮出願を含む）、論文及び刊行物の開示内容はすべて援用に
よって本明細書の内容の一部をなす。
【図面の簡単な説明】
【００４６】
【図１】本発明の一実施形態に係る光起電力デバイスの構造を示す概略断面図。
【図２】本発明の別の実施形態に係る光起電力デバイスの構造を示す概略断面図。
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